
 

 

 

基本施策２ 地域における子育て・子育ちの支援 

１ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策 

 

（１）時間外保育（延長保育） 対象：０～５歳 担当課：保育課 （計画ページ：３５） 

事業内容 

・保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外の時間において、保育園、認定こども園等において

保育を実施する事業。保育標準時間の 11時間を超えて保育を利用する場合該当になります。 

量の見込み及び確保の方策 

・事業の性質上、定員の設定ではなく、ニーズには対応しております。今後は横ばい又は微減で推移していく

ことが見込まれますが、利用者数の増加にも対応できるよう、各施設での受け入れ態勢の確保に努めます。 

年次計画（計画値・実績値） 

 

 量の見込み（人／年） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み（人） ６８９ ６７５ ６６５ ６５０ ６４６ 

確保の方策      

 提供体制（か所） ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

 受入人数 ６８９ ６７５ ６６５ ６５０ ６４６ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績      

 提供体制（か所） 

標準認定 ２８     

短時間認定 ３６     

 利用者数（人） 

標準認定 ４３３     

短時間認定 ３６５     

 ※標準認定（11 時間保育）：いずれの保護者とも月 120時間以上の就労等を常態としている場合 

  短時間認定（8時間保育）：いずれかの保護者が月 64時間以上 120時間未満の就労等を常態としている 

場合（求職活動が認定理由の場合は認定期間が 3か月間となります） 

評価 

・利用者数は、年度によってバラつきがあるものの、提供体制は確保の方策以上のか所数を確保できているた

め、利用者のニーズに対応できているものと考えられる。今後も引き続き、新型コロナウイルス感染症の感

染防止対策を行いながら利用者のニーズに対応できるよう実施施設の指導に努めていく。 

・実績値に記載されている短時間認定について、本事業の対象外ではあるが 8 時間以上利用した場合に時間外

保育が適用されるため参考値として計上している。 

 



 

 

 

 

（２）放課後児童健全育成事業（学童保育） 対象：小学１～６年生 担当課：子育て支援課 

 （計画ページ：３６～３７） 

事業内容 

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後に小学校の余裕教室など

を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。 

・保護者が昼間家庭にいない小学校全学年の児童を対象に、市内の全小学校区で実施している。 

量の見込み及び確保の方策 

・従来同様、全施設において延長保育を実施するとともに、利用者のニーズを踏まえた開設時間の確保に努め

ます。利用率が年々高くなっており、施設の拡充が求められる学童保育施設が増える見込みです。その対応

として、学校内の余裕教室確保のための学校との協議や、学校内が困難な場合は学校敷地内への新設、学童

保育の実施希望のある民間事業者への新規委託等、様々な方策により利用者のニーズへの対応を図っていき

ます。 

・小学校から離れて実施している施設については、児童が安全安心に利用できる環境を確保するため、小学校

の余裕教室等、敷地内での実施をすすめていきます。また、保護者等の多様化するニーズに対応し、特色の

ある学童保育の実施、緊急時や災害時等に柔軟な対応を行い適切な学童保育運営を図るため民間活力を導入

していきます。なお、教育委員会の実施する放課後子ども教室との一体的な実施にあたり、学童保育の支援

員と小学校教諭等との連絡を密にし、放課後活動について随時協議を行うなどの連携に努めていきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ２，２２３ ２，２５９ ２，２８０ ２，３１６ ２，３０７ 

 小学１～３年生 １，４８６ １，５３０ １，５７１ １，６１３ １，５９４ 

 

小学１年生 ５１７ ５４７ ５４０ ５６１ ５２５ 

小学２年生 ５１５ ５３３ ５６４ ５５７ ５７８ 

小学３年生 ４５４ ４５０ ４６７ ４９５ ４９１ 

小学４～６年生 ７３７ ７２９ ７０９ ７０３ ７１３ 

 

小学４年生 ３４４ ３４３ ３３０ ３３４ ３４６ 

小学５年生 ２３６ ２２５ ２２５ ２１６ ２１９ 

小学６年生 １５７ １６１ １５４ １５３ １４８ 

確保の方策 

 提供体制（か所） ６１ ６１ ６１ ６１ ６２ 

 （内余裕教室等での実施か所数） 

定員（人） 

４９ ５０ ５０ ５１ ５１ 

 ２，５３３ ２，５５９ ２，５５９ ２，５５９ ２，５８９ 

確保の方策－量の見込み ３１０ ３００ ２７９ ２４３ ２８２ 

実
績
値 

実績 

 提供体制（か所） ５９     

 （内余裕教室等での実施か所数） 

利用者数（人） 

４７     

 ２，１５７     

※余裕教室等：小学校の余裕教室、小学校敷地内専用施設及び小学校隣接施設 

 

評価 

・拡大する利用者のニーズに対応し、施設の拡充を図ることができた。今後も利用者の増加が見込まれるため、

施設の拡充について検討していきたい。 

 

 

 

 



 

 

 

 

（３）放課後子ども教室 担当課：学校教育課・生涯学習課・地域政策課 （計画ページ：３7） 

事業内容 

・「放課後児童健全育成事業」と連携し、保護者の就労などに関わらず、すべての子どもたちを対象として、学

校の余裕教室や公民館などを活用した課外教室や講座を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・現在実施している放課後学習教室や少年少女学級等の取り組みを充実させ、すべての小学校区で実施してい

きます。また、福祉部局と教育委員会が連携し、放課後児童健全育成事業との一体的な実施を拡大していき

ます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み 

 実施か所 ４６ ４６ ４６ ４６ ４６ 

 （内一体型か所数） ２９ ２９ ２９ ２９ ２９ 

確保の方策 

 実施か所 ４６ ４６ ４６ ４６ ４６ 

 （内一体型か所数） ２９ ２９ ２９ ２９ ２９ 

実
績
値 

実績 

 実施か所 ４０     

 （内一体型か所数） ２７     
 

評価 

・令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症への感染予防による臨時休校があったため、２校の小学

校について、事業を行うことができなかった。また、公民館（１１館中 9 館）において、子ども対象の講座

等を３８回開催に、のべ６３６名の参加があった。さらに、サイエンススクールについては当初 7 回の計画

であったが、4回の実施となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 対象：０～１８歳 担当課：子育て支援課 

 （計画ページ：３８） 

事業内容 

・保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養

護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業及び夜間養護等事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・利用実績は、利用希望者が増えていることに加え、周知活動の効果もあり、利用者数は増加しています。引

き続き、関係機関との連携により事業の周知に努め、必要のある保護者に対して利用を勧めていきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み（人日） ５０ ５０ ６０ ６０ ６０ 

 ０～５歳 ４０ ４０ ４５ ４５ ４５ 

 ６～１８歳 １０ １０ １５ １５ １５ 

確保の方策（人日） ５０ ５０ ６０ ６０ ６０ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実績値（人日） ５１     

※確保の方策：利用見込み人数（人）×利用日数（日） 

 

評価 

・養育困難者に対し、適切な利用と必要量を提供することができた。今後とも、ＨＰ等により広報に努め、養

育困難者の利用を図りたい。 

 



 

 

 

 

（５）地域子育て支援拠点事業 対象：０～５歳 担当課：子育て支援課 

（計画ページ：３９～４０） 

事業内容 

・乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言、講習

その他の支援を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・利用者のニーズをとらえて質・量ともに十分な受け皿となるよう事業の拡充を図り、乳幼児活動や相談事業、

交流・参加型事業の充実など、子育て支援拠点としての事業を充実していきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人回） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ 

 ０～２歳 ２６，５００ ２６，５００ ２６，５００ ２６，５００ ２５，０００ 

 ３～５歳 ４，５００ ４，５００ ４，５００ ４，５００ ５，０００ 

 保護者 ２７，０００ ２７，０００ ２７，０００ ２７，０００ ２７，０００ 

確保の方策 

 提供体制（か所） １５［３］ １５［３］ １５［３］ １５［３］ １５［３］ 

 利用者数 ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ ５８，０００ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績 

 提供体制（か所） １５［３］     

 利用者数 ３４，８１４     

※［ ］は連携型 

 

評価 

・新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行いセンターの運営は実施することができたが、利用制限、行

事等の中止を行ったため利用者は減少した。 

 



 

 

 

 

（６）一時預かり事業 

①認定こども園の在園児を対象とした預かり保育 対象；３～５歳 担当課：保育課（計画ページ：４１） 

事業内容 

・認定こども園を利用する保護者の多様なニーズに対応するため、認定こども園で定める通常の保育時間の前

後や、長期休業日に希望する在園児を預かり保育することにより、幼児の心身の健全な発達を図り、保護者

の子育て支援を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・利用実績を踏まえますと利用者数の減少が見込まれますが、引き続き事業を実施し、各施設での受け入れ態

勢の確保に努めます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人日／年） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ５４，２４８ ５２，３６０ ５１，４１７ ４９，８８５ ４９，７１５ 

確保の方策 

 提供体制（か所） １８ １８ １８ １８ １８ 

 利用者数 ５４，２４８ ５２，３６０ ５１，４１７ ４９，８８５ ４９，７１５ 

確保の方策－量の見込み  ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績      

 提供体制（か所） １８     

 利用者数 ４１，２０３     

   

評価 

・利用者数は年度によってバラつきがあるが、すべての認定こども園で実施しており、利用者のニーズに対応

できているものと考えられる。今後も引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行いながら利

用者のニーズに対応できるよう実施施設の指導に努めていく。 

 

 



 

 

 

    

②在園児以外を対象とする一時預かり事業 対象：０～５歳 担当課：保育課 （計画ページ：４２） 

事業内容 

・家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間保育園において、一

時的に預かり、必要な保育を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・市内の保育園及び認定こども園において実施する一時預かり事業を中心的な方策として必要な事業量の確保

を図ります。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人日） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ６，３８８ ６，３６９ ６，２８６ ６，２０７ ６，１３５ 

確保の方策      

 提供体制（か所） ２６ ２６ ２６ ２６ ２６ 

 一時預かり事業 ６，３８８ ６，３６９ ６，２８６ ６，２０７ ６，１３５ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績 

 提供体制（か所） ２３     

 一時預かり事業 ４，４６１     
 

評価 

・提供体制の実績が確保の方策を下回っているため、今後も引き続き新型コロナウイルス感染症の感染防止対

策を行いながら利用者のニーズに対応できるよう実施施設の指導に努めるとともに、一時預かり事業につい

て周知していく。 



 

 

 

 

（７）病児保育事業 対象：０～８歳（小学校３年生まで） 担当課：保育課 （計画ページ：43） 

事業内容 

・病児・病後児・体調不良児について、病院・保育園等に付設された専用スペース等において、看護師等が一

時的に保育等をする事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・引き続き病児・病後児・体調不良児保育を実施していくとともに、実施か所の増加を図り、利用者数の増加

に努めていきます。 

・保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童が安心して過ごせる保育環境を整えるために、安心、

安全な保育体制づくりに努めます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人日／年） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ４０１ ４０１ ４０１ ４０１ ４０１ 

確保の方策 

 提供体制（か所） ４ ４ ４ ４ 4 

 病児・病後児保育事業 ４０１ ４０１ ４０１ ４０１ ４０１ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績      

 提供体制（か所） ３     

 病児・病後児保育事業 ４０     

   

評価 

・利用者数については、新型コロナウイルス感染症の影響で例年よりも減少している。今後も引き続き新型コ

ロナウイルス感染症の感染防止対策を行いながら、利用者のニーズに応えられるよう実施施設の指導に努め

るとともに、病児・病後児保育事業について周知していく。 

 



 

 

 

（８）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 対象：乳幼児、小学生 

担当課：子育て支援課 （計画ページ：４4） 

事業内容 

・子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子育ての援助を行いたい方（提供会員）の会員組織で、会員相互

による育児の援助活動を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・定員の設定はなく、様々なニーズに対応していきます。 

・事業のさらなる周知を図り、活動の充実に努めていきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み（人日／年） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ２，２００ ２，２００ ２，２００ ２，２００ ２，２００ 

確保の方策 

 提供体制（か所） １ １ １ １ １ 

 活動件数 ２，２００ ２，２００ ２，２００ ２，２００ ２，２００ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績      

 提供体制（か所） １     

 活動件数 １，５４５     

   

評価 

・事業については、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行いながら適正に実施できている。ただし、

依頼会員、提供会員数が概ね３か年変わらない状況となっている。潜在的なニーズはあるものと考えるため、

事業の周知を行い、子育て支援活動を実施したい。 

 

 



 

 

 

 

（９）利用者支援事業 対象：子どもの保護者（妊産婦も含む） 担当課：保育課・健康増進課 

 （計画ページ：４５） 

事業内容 

・子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応

じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・引き続き保育支援員を配置し、関係機関等との連携のもと、利用者支援等の事業を実施していきます。また、

子育て世代包括支援センターの設置により、妊娠や出産、子育てに関する様々な相談に対応し、妊娠期から

子育て期（18 歳まで）にわたるまでの切れ目ない支援・コーディネートを引き続き行っていきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

量の見込み ２ ２ ２ ２ ２ 

確保の方策 

 提供体制（か所） ２ ２ ２ ２ ２ 

確保の方策－量の見込み ０ ０ ０ ０ ０ 

実
績
値 

実績      

 
提供体制（か所） ２ 

    

   

評価 

・平成２７年度から保育課に保育支援員を設置し、教育・保育施設の利用等に関する相談対応や要支援児の支

援等に係る関係機関との連携等に一定の成果を挙げている。 

・平成 29 年度から健康増進課に子育て世代包括支援センター（すこやか子育て相談室）を設置し、保健師、

助産師、公認心理師、婦人相談員、保育士等を配置している。妊娠や出産、子育てに関する様々な相談支援

や発達障害、児童虐待、DV 等複合的な課題を抱える家庭に対し継続的な支援を実施し、妊娠期から子育て期

にわたるまでの切れ目のない相談支援体制を構築している。 

 

 



 

 

 

 

（１０）妊婦健康診査 対象：すべての妊産婦 担当課：健康増進課 （計画ページ：４６）  

事業内容 

・妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査、計測、保健

指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・すべての妊産婦の受診を見込んでいます。引き続き医師会及び病院協会等と連携し、市の委託医療機関等に

おける受診体制の確保を図ります。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み及び確保の方策（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

妊娠届出数 ９５３ ９４２ ９３０ ９１８ ９０８ 

延べ妊婦健康診査受診者数 １０，６７４ １０，５５０ １０，４１６ １０，２８２ １０，１７０ 

延べ産婦健康診査受診者数 １，５２５ １，５０７ １，４８８ １，４６９ １，４５３ 

実
績
値 

妊娠届出数 ８７８     

延べ妊婦健康診査受診者数 １０，０６４     

延べ産婦健康診査受診者数 １，５１０     

   

評価 

・実績値は、妊娠届出数の減少から妊産婦健康診査受診者数の減少となっている。多胎を含めたすべての妊産

婦が安心して妊娠期から出産、産褥期を過ごすことができるよう今後も医師会及び病院協会等と連携し、市

の委託医療機関等における妊産婦の受診体制を確保する。 

 



 

 

 

 

（１１）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 対象：生後４か月までの乳児のいる全ての家庭 

担当課：健康増進課 （計画ページ：４７） 

事業内容 

・市内の乳児（生後４か月まで）のいるすべての家庭に対し、市の保健師等が親子の心身の現況と養育環境の

把握、子育てに関する情報提供、養育についての相談対応、助言やその他必要な支援を行う事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・すべての家庭への訪問を見込んでいます。引き続き事業の実施を予定しており、保健師等の配置により、必

要な事業量は確保できる見通しです。 

・訪問結果により支援が必要と判断された家庭について、適宜、関係者によるケース会議を行い、養育支援訪

問事業をはじめとした適切なサービスの提供につなげていきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み及び確保の方策（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

訪問乳児数 ９５３ ９４２ ９３０ ９１８ ９０８ 

実
績
値 

訪問乳児数 ８５４     

   

評価 

・妊娠届出数の減少から乳児数は減少し、訪問乳児数も減少しているが、訪問率は 99.8％と高くなっている。

今後も生後４か月までの乳児のいる全ての家庭に対し情報提供や相談対応を行い、必要時適切なサービスへ

つなぐことができるよう支援する。 

 



 

 

 

（１２）養育支援訪問事業 対象：養育支援が特に必要な家庭（妊産婦も含む） 

担当課：子育て支援課 （計画ページ：４8） 

事業内容 

・養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当

該家庭の適切な養育の実施を確保する事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・健康増進課による乳児家庭全戸訪問事業の結果などから対象者の把握に努めるとともに、保健師・保育士等

の配置により、必要な事業量の確保に努めます。 

年次計画（計画値・実績値） 

  

 量の見込み及び確保の方策（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

延べ訪問員数 ４６５ ４７５ ４８５ ４９５ ５０５ 

実
績
値 

延べ訪問員数 

 

３１９ 

    

   

評価 

・今後も健康増進課等と情報共有し要支援者の早期発見及び状況の把握に努めるとともに、保護者による養育

が適切に行われるよう、相談・指導・助言による養育支援を行っていきたい。 

 

 



 

 

 

 

（１３）実費徴収に係る補足給付事業 対象：補足給付が特に必要な家庭（主に低所得者世帯） 

担当課：保育課 （計画ページ：４9） 

事業内容 

・保護者の世帯所得の状況を勘案して、保育園・認定こども園等に対して保護者が支払うべき副食費や教材費・

行事費等の一部を助成する事業。 

量の見込み及び確保の方策 

・保育園・認定こども園等との連携により対象者を把握し、補足給付を実施していきます。 

年次計画（計画値・実績値） 

 

 量の見込み及び確保の方策（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画
値 

対象児童数 ５ ５ ５ ５ ５ 

実
績
値 

対象児童数 

 

１ 

    

  

評価 

・今後は、対象園への周知に努め、低所得世帯の特定教育・保育等の利用に係る費用の軽減とともに在園児の

健やかな成長を支援する。 

・新制度未移行幼稚園に通う児童の把握に努め、制度の周知と補助金の申請及び支給を速やかに行い保護者の

負担の軽減に努める。 

 

（１４）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 担当課：保育課 （計画ページ：４9） 

事業内容 

・特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した

特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進させるための事業 

量の見込み及び確保の方策 

・市内の幼稚園はすべて認定こども園へ移行しており、当面の間保育園・認定こども園の新規事業の見込みは

ない状況です。今後の動向や必要に応じて検討、実施します。 

年次計画（計画値・実績値） 

・なし 

評価 

・なし 

 



 

 

 

２ その他の地域子育て支援事業 

子育てについての負担感を軽減するため、すべての子育て家庭に役立つ子育て支援サービスの

充実を図ります。 

 ①子育て支援サービスの充実（計画ページ：５０） 

事業 市指標 
担当課名 

事業名 内容 考え方 現状値 Ｒ２実績値 Ｒ６目標値 

認定こども園に

おける地域開放

事業 

親子教室等を開催し、地域

での子育て支援のための認

定こども園開放事業を推進

します。 

認定こども園に

おける地域開放

事業の実施 

１７園 

（H３０実績） 

15園 １８園 保育課 

児童館事業 子どもの遊びの拠点や居場

所として日常生活を支援し

健康増進や情操を育むとと

もに、親子が自由に利用で

きる場の提供や各種行事を

とおして地域との交流を図

ります。 

地域のなかでの

安心安全な子ど

もの居場所づく

り 

児童館６か所 

（公立５か所） 

（私立１か所） 

利用者 

96,651人 

（H30 実績） 

実施 

児童館６か所 

（公立５か所） 

（私立１か所） 

利用者 

39,317 人 

児童館 7 か所 

（公立 6 か所） 

（私立 1 か所） 

利用者 

300,000 人 

子育て支

援課 

地域組織活動へ

の支援 

 

児童館等を拠点として、会

員相互の交流を深めながら

児童育成の知識を習得する

などの自主的な活動を行う

母親クラブ等へ支援を行い

ます。 

母親クラブ数 

会員数 

母親ｸﾗﾌﾞ２ｸﾗﾌﾞ 

会員 51人 

（H30 実績） 

実施 

母親ｸﾗﾌﾞ２ｸﾗﾌﾞ 

会員 40人 

母親ｸﾗﾌﾞ２ｸﾗﾌﾞ 

会員 50人 

子育て支

援課 

子育てに関する 

男女共同参画意

識の普及啓発 

従来の固定的な男女の役割

分担にとらわれず、父母が

ともに子育てに関わること

ができるよう啓発活動を実

施します。 

子育てに関する

男女共同参画意

識の普及啓発 

広報紙発行 

学習の機会の提供 

広報紙発行 

学習の機会の提供 

広報紙発行 

学習の機会の提供 

人権・男

女共同参

画課 

若者の居場所づ

くりの推進 

制度の狭間にある高校生等

の若者が、平日の放課後や

休日に様々な体験や交流が

出来る居場所づくりに努め

ます。 

若者の居場所づ

くりの推進 

実施 実施 現状維持 生涯学習

課 

家庭教育学級

（ハッピー子育

て講座）の推進 

家庭における教育力の向上

を目指し、子育てに役立つ

学習の機会を、学校・保育

園・認定こども園等におい

て保護者や教職員等を対象

に提供します。 

家庭教育学級（ハ

ッピー子育て講

座）の推進 

実施 実施 現状維持 生涯学習

課 

 



 

 

 

②保育サービス、幼児教育の充実（計画ページ：５１～５２） 

事業 市指標 
担当課名 

事業名 内容 考え方 現状値 Ｒ２実績 Ｒ６目標値 

公立保育園・認

定こども園第三

者評価の実施 

 

公立保育園・認定こども園

のサービスの質を向上させ

るため、第三者による評価

を実施し、評価結果を公表

します。 

公立保育園・認定

こども園第三者

評価の実施 

2園 3園 毎年2園または3

園 

（5年間ですべて

の公立保育園・認

定こども園を実施

する） 

保育課 

公立保育園・認

定こども園の在

り方 

公立保育園・認定こども園

について、栃木市保育所等

整備基本方針に基づき、新

築・大規模修繕などの施設

整備の実施や廃園後の園舎

解体等を行います。 

公立保育園・認定

こども園の施設

整備等の実施 

平成29年度1園 なし 2 園 

（栃木市保育所

等整備基本方針

に基づき実施） 

保育課 

民間保育園・認

定こども園等の

施設整備 

 

施設の老朽化に伴う改築、

大規模修繕、防犯対策の強

化など必要に応じた施設整

備を推進します。 

民間保育園・認定

こども園等の施設

整備の実施 

平成29年度4園 １園 毎年１園程度 

（民間施設から

の申請に基づき

実施） 

保育課 

保育園・認定こ

ども園等地域活

動事業 

保育園等の有する専門的機

能を活用した異年齢児交流

を行います。 

異年齢児交流の実

施 

28園 19園 33園 保育課 

保育の質の向上 子どもの発達に即した保育

の質を確保するため、保育

園職員に対する研修内容の

充実に努めます。 

市内保育施設を

対象とした職員

研修の充実 

・保育所保育指針

研修会 

参加者200人 

・食育研修会 

 参加者33人 

・食物アレルギー

研修会 

 参加者170人 

・衛生管理研修会 

 参加者49人 

（H30実績） 

・食育研修会 

参加者29人 

・衛生管理研修会 

参加者公立１１園 

（書面開催） 

 

・保育所保育指 

針研修会 

参加者200人 

・食育研修会 

 参加者40人 

・食物アレルギ 

ー研修会 

 参加者170人 

・衛生管理研修会 

 参加者50人 

保育課 

保育支援事業研

修会の実施 

支援児保育に関する研修内

容の充実に努めます。 

保育支援事業研

修会の実施 

・支援児担当研修会 

 参加者 33 人 

（H30 実績） 

研修中止 ・支援児担当研修会 

 参加者40人 

保育課 

保護者との連携 保護者会などを活用して、

保護者との意見交換を積極

的に行い、園と家庭とが協

働しての保育の実施に努め

ます。 

保護者との連携 ・保育参観 

・送迎時の連絡 

・子育て等相談 

・保育参観 

・送迎時の連絡 

・子育て等相談 

・保育参観 

・送迎時の連絡 

・子育て等相談 

保育課 

高齢者と子ども

の交流の推進 

 

保育園等において地域の高

齢者を招待した交流や、福

祉施設の高齢者と幼児の交

流を実施します。 

高齢者と子ども

の交流の実施 

32園 7園 34園 

 

保育課 

 

 

 



 

 

 

 

事業 市指標 
担当課名 

事業名 内容 考え方 現状値 Ｒ２実績 Ｒ６目標値 

幼児教育・保育

についての情報

提供 

 

入園案内や各保育園・認定

こども園等のホームページ

等による情報提供を実施し

ます。 

幼児教育・保育

についての情報

提供 

入園案内等 

日本語のみ 

（H30 実績） 

入園案内等 

日本語のみ 

入園案内等 

2か国語 

（英語、スペイン

語など） 

保育課 

休日保育 保護者が就労等により休日

に保育ができない場合に児

童を保育します。 

休日保育の実施 1 園 1園 3園 保育課 

幼保小連絡協議

会 

保育園、認定こども園、小

学校が連携し、幼児・児童

の教育効果をより一層高め

ることを目的とし、全体研

修会、地域別研修会、相互

職場交流研修等を開催しま

す。 

交流研修等の 

実施 

・全体研修会 

参加者75人 

・地域別研修会 

参加者136人 

・教職員相互職場

交流研修 

参加者53人 

研修中止 ・全体研修会 

 参加者80人 

・地域別研修会 

 参加者140人 

・教職員相互職 

場交流研修 

 参加者60人 

保育課 

学校教育

課 

おやこ保育園 

 

 

 

未就園児の親子を対象に、

地域子育て支援拠点事業を

「保育園」形式で実施し、

保育士が子どもたちと遊

び、保護者の悩みや相談に

応じます。 

おやこ保育園の

実施 

年間20回開催 開催中止 年間20回開催 保育課 

幼児教育障がい

児等支援事業 

 

 

 

教育・保育施設に就園する

障がい児等の教育を充実す

るため、障がい児等を受け

入れる園に対し、担当する

職員に要する経費を助成し

ます。 

幼児教育障がい

児等支援事業の

実施 

・幼稚園等障がい児

教育補助事業 

 実施4園 

・幼稚園等療育支

援補助事業 

 実施9園 

・幼稚園等療育支

援補助事業 

 実施16園 

・幼稚園等障がい 

児教育補助事業 

 実施5園 

・幼稚園等療育 

支援補助事業 

 実施10園 

保育課 

幼児教育振興助

成事業 

 

 

 

 

 

 

幼児教育振興の促進を図る

ため、私立認定こども園の

教育の充実や施設の整備、

預かり保育等の子育て支援

事業の実施、賠償責任保険

等への加入に要する経費を

助成します。 

幼児教育振興助

成事業の実施 

・幼稚園等教育助

成補助事業 

 実施16園 

・幼稚園等子育て

支援事業費補助

事業 

 実施16園 

・幼稚園等児童災

害補償加入費補

助事業 

 実施26園 

・幼稚園等教育助

成補助事業 

 実施16園 

・幼稚園等子育て

支援事業費補助

事業 

 実施15園 

・幼稚園等児童災

害補償加入費補

助事業 

 実施26園 

・幼稚園等教育 

助成補助事業 

 実施16園 

・幼稚園等子育 

て支援事業費 

補助事業 

 実施16園 

・幼稚園等児童 

災害補償加入 

費補助事業 

 実施27園 

保育課 

 


